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第１ 趣旨 

 本市では、市の子育て支援及び子どもの育ち支援の充実に向けた施策を定めた「宗

像市子育て支援計画（宗像市次世代育成支援対策後期行動計画）」を策定し、「応援

します！すこやかな子育ち・楽しい子育て」を基本理念として、子どもの健やかな

育ちを親だけでなく、学校・家庭・地域等の社会全体で担い、市民の誰もが子育て

に夢と希望をもてるようなまちを目指しているところである。 

本市は、豊かな自然環境と、宗像ユリックス等の文化施設、宗像大社や鎮国寺等

の保有する歴史的文化遺産があり、子どもが身近に自然や文化に親しむことができ

る。子育て支援センターを中心に子育てサークルや子育てサロン等地域ボランティ

アによる子育て支援活動も活発に行われている。また、福岡教育大学・日本赤十字

九州国際看護大学・東海大学福岡短期大学の３大学があり、教育環境においても恵

まれている。 

しかし、近年の社会状況は、全国的に尐子化、核家族化などの進行により、家庭

の教育力が低下するなど、子どもを取り巻く環境は大きく変わってきている。さら

に子どもの育ちについて、実体験の不足から、様々な事象に対する興味・関心が低

くなっており、基本的な生活習慣や態度が身についていない、他者とのかかわりが

苦手である等の課題が指摘されている。 

このことに我々大人は共通の認識を持ち、家庭教育の重要性を再度見直すととも

に、行政はもとより、保育所・幼稚園、家庭、地域がそれぞれの役割と責任を自覚

し、連携・協力して、子どもの健やかな成長のために、子どもの視点で必要なこと

は何かを考え、最大限の努力をする必要がある。 

本市では、平成１９年２月に策定した「宗像市幼児教育振興プログラム」が平成

２３年度をもって終了することから、これまでの成果と課題を踏まえつつ、さらに

幼児教育の充実を図るために、本プログラムを策定し、幼児教育の振興に関する施

策を効果的に推進していくものとする。 

 

 

第２ プログラムの位置付け 

○実施期間 

      平成２４年度から平成２８年度(５年間)とする。国や県の動向及び幼児教育を

めぐる状況に大きな変化が生じた場合は、必要に応じて適切に対応していくもの

とする。 

 

○プログラムの性格 

  本プログラムは、家庭や地域社会を含む、０歳から小学校就学前の幼児教育に

関わる保育所・幼稚園等すべての機関を対象とした本市の総合的な幼児教育の指

針である。 

 

 

 



 2 

○プログラムの位置付け 

  本プログラムは、幼児教育振興アクションプログラム（平成 18年 10月 4日文

部科学省）を受けて、本市の「宗像市子育て支援計画（宗像市次世代育成支援対

策後期行動計画）」と整合性を図り、幼児教育の充実を目指すものとする。 

 

 

第３ 基本的な考え方 

人の一生において、幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等、生涯にわ

たる人間形成の基礎が培われる極めて重要な時期である。幼児は、生活や遊びとい

った直接的・具体的な体験を通して、情緒的・知的な発達、あるいは社会性を養い、

人間として、社会の一員として、生きるための基礎を培っていく。 

こうした幼児期の教育にあたっては、幼児の内面に働き掛け、一人ひとりの持つ

良さや可能性を見いだし、その芽を伸ばすことが大切である。そして充実した幼児

期の生活が、児童期への発達の流れをつくり、さらにはその後の人間としての生き

方を大きく左右するものであることを十分に理解しなければならない。 

幼児の生活は、家庭、地域社会、保育所・幼稚園等の中で、連続的に営まれてい

る。特に、家庭は愛情やしつけ等を通して成長の最も基礎となる心身の基盤を形成

する場である。また、地域社会は様々な人との交流や身近な自然との触れ合いを通

して豊かな体験が得られる場である。そして、保育所・幼稚園等は、家庭での成長

を基盤に、集団活動を通して家庭では体験できない社会・文化・自然等に触れ、保

育者や友だち等に支えられながら、豊かに育ちあう場である。 

したがって、幼児が人間形成の基礎を培うためには、家庭や地域社会、保育所・

幼稚園等が、それぞれの有する教育機能を発揮し、協力しながら、幼児の健やかな

成長を支えていくことが大切である。 

 本市では、幼児のほとんどが小学校就学前に保育所か幼稚園のいずれかに就園す

る現状を踏まえ、保育所・幼稚園が幼児教育の拠点として地域社会の中で家庭と十

分な連携を図りながら、幼児教育の機能の拡大を推進するとともに、家庭や地域社

会も自らの教育力を再生・向上させることが必要と考える。さらに小学校との十分

な連携も視野に入れながら、総合的な幼児教育の充実を推進するものとする。 
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第４ 育てたい幼児像 

本市は、山、川、海に恵まれ、公園も多く、子どもが身近に草花を摘んだり、虫

をつかまえたり、体を思いきり動かして遊べる場が存分にある。幼児期に、この豊

かな自然の中で、夢中になって遊びこむことによって、挑戦する意欲や自分でやり

通す力を身につけていくとともに、ものや自然の大切さを理解していく。また、保

育所・幼稚園、家庭、地域等で様々な人との関わりから自尊心や思いやりを育み、

基本的、社会的な生活習慣等から自立心や社会におけるルールを学んでいく。子ど

もはこれらの多様な体験を通して、生涯にわたる「生きる力」を身につけていくも

のである。 

 本プログラムの策定にあたり、本市の子ども一人ひとりが生きる力のある宗像っ

子であってほしいという願いを込め、育てたい幼児像を「自分・ひと・環境を大切

にする子ども」とする。 

 この幼児像を実現するためには、保育所・幼稚園、家庭、地域がそれぞれの立場

で子どもを育むことが大切である。そのために、３つの目標を設定した。 

 

 

 

 

 

～宗像っ子の「生きる力」を育むために～ 

育てたい幼児像「自分・ひと・環境を大切にする子ども」 

 

【共通目標】 

●自分を大切にし、友だちを大切にする心を育てる 

●話を聞く力・言葉で伝える力・人やものとかかわる力を育てる 

●基本的な生活習慣を身に付け、丈夫な体を育てる 
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第５ これまでの取り組み 

平成１９年２月に策定した宗像市幼児教育振興プログラムに基づき、具体的な事

業を行ってきた結果、保育所・幼稚園、家庭、地域での取り組みの推進及び幼児教

育と小学校教育との連携・接続の強化を図ることができた。中でも、発達支援セン

ターの開設により特別な支援が必要な子どもに総合的な支援体制の推進を図ること

ができた。また、平成２０年度に保育所と幼稚園の窓口を一元化したことは保育所

と幼稚園の連携強化につながった。今後ともさらに、保育所・幼稚園、家庭、地域

がそれぞれの役割と責任を自覚し、連携・協力して幼児教育の充実を図っていく必

要がある。 

以下は、これまでの取り組みの成果と課題を施策ごとにまとめたものである。 

 

１．保育所・幼稚園における充実した幼児教育の提供 

保育所・幼稚園における共通目標を、人間関係の基本であり相手を認めることの 

第一歩である「あいさつ」と設定した。全園において意識して取り組まれた結果、

その効果もでている。今後の共通目標については、保育所・幼稚園に限らず家庭、

地域等、幼児に関わるすべてを対象としたものにするかなどの検討が必要である。 

保育所と幼稚園との連携については、保育所・幼稚園の行政窓口の一元化や保幼

連絡会の開催等で相互理解や情報の共有化を図ることができた。今後さらに、効果

的に施策を推進するために、保幼連絡会、保幼小連絡会、幼児教育研究協議会など

を充実させる必要がある。 

 

２．発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育の充実 

保幼小の連携を学校及び園運営に位置づけるため、園長・校長を対象として保幼

小連絡会を開催し、他校の連携実践の紹介や教育課程の接続についての協議等を行

った。保幼小連携の必要性については一定の理解が得られたと考えられる。園児の

学び・成長の記録を小学校へつなぐため、「保育所保育要録・幼稚園指導要録」の様

式を市で統一化した。また、小学校ごとに実施していた「入学説明会」を平成２３

年度から市で統一した日に実施することにした。 

今後さらに接続の強化を図るために、幼児教育から小学校教育への移行に配慮し

た教育課程の編成等を研究・実践し、さらに保育所保育士・幼稚園教員と小学校教

員との交流や幼児と児童との交流を推進する必要がある。 

 

３．保育所保育士・幼稚園教員の資質及び専門性の向上 

保育所保育士・幼稚園教員の研修支援として、他機関が実施する研修への参加に

対し研修費補助を行った。今後も資質及び専門性の向上を図るため、継続した支援

を行う必要がある。また、市主催の研修会についても関係課と連携を図りながら、

幼児教育を推進する上で必要なテーマ（幼児教育、食育、発達支援、読書活動など）

を設定し実施した。今後の研修については目的などを十分に検討し内容の充実を図

っていく必要がある。 
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４．保育所・幼稚園における家庭や地域社会の教育力の再生・向上 

保育所・幼稚園では、未就園児の親子登園、園開放、育児・食育講座、相談など

各園でそれぞれ特徴を活かした子育て地域開放事業が実施されており、保育所・幼

稚園を利用していない幼児の家庭に対しての子育て支援活動を推進することができ

た。これらの機会を活用し、家庭教育に関する啓発活動も行われている。また、中

学生の職場体験の受け入れなどを通して次世代育成支援活動の推進も図られている。

さらに地域の幼児教育の拠点として、保育所・幼稚園の機能を充実させる必要があ

る。 

 

５．特別な支援が必要な子どもに対する総合的な支援の推進 

特別な支援が必要な子どもに対する総合的な支援体制のため、平成２１年３月発

達支援センターを開所した。保育所・幼稚園に対しては、巡回相談を実施し具体的

な指導方法などの助言により、幼児の健やかな成長の支援を行うことができた。 

また、１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査においては、早期発見のため、健

康診査の場に心理発達支援員を配置し、発達支援センターとの連携を強化した。就

学時健康診断を担当課と発達支援センターが連携することで、乳幼児期からの支援

を就学後も継続してつなぐことができた。今後も、発達支援センターをはじめとす

る関係課との連携により、早期発見と保護者の心理的フォローアップを行いながら、

小学校へのなめらかな接続の強化を図っていく必要がある。 

 

６．生涯学習振興施策における家庭や地域社会の教育力の再生・向上 

家庭の教育力の向上を図るため、翌年度新入園児の家庭に「幼児教育振興プログ

ラムダイジェスト版」「子育ち・親育ちのための１１の提言」の配布、新年長児の家

庭に「就学に向けてのリーフレット」の配布により情報の提供を行った。また、乳

幼児健康診査・新生児訪問等で子どもの生活リズムやしつけなどのアドバイスを実

施した。子育て中の保護者が不安や悩みから孤立しないよう、子育て支援センター・

子育てサロン・サークル等、親同士が情報交換する場を提供し、スタッフが育児相

談に応じる環境づくりを推進し、支援を行ってきた。教育の第一義的責任は家庭に

あることから、乳幼児期の早い時期から保護者に家庭教育の重要性を伝えていくこ

とが必要である。そのため、あらゆる機会をとらえながら学習の機会や情報の提供

を進めていく必要がある。 

地域社会の教育力を図るために、今後も継続して、幼児教育を支える人材の育成・

活用、コミュニティを中心とした子どもの居場所づくりの推進を図っていく必要が

ある。 
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第６ 基本施策 

１．保育所・幼稚園における充実した幼児教育の提供 

 

 

 

 

（１）「生きる力」の基礎を培う教育内容の充実 

    保育所・幼稚園においては「生きる力」の基礎を培うため、子どもの発達

に沿った内容と方法により幼児教育の充実を図る。また、幼児教育の水準の

維持・向上のため、自己点検及び自己評価を実施するとともに、その改善に

努める。 

   

（２）保育所・幼稚園の連携による幼児教育の充実 

保育所・幼稚園の関係者による連絡会や相互参観等を通して、情報の共有

に努めるとともに、合同で幼児教育の研究や理解を深め、幼児教育の充実を

図る。 

 

（３）保護者や地域の人々に対する幼児教育への理解の推進 

幼児教育の重要性や現状について、保護者や地域の人々の理解を推進する

ために、保護者や地域と連携を図りながら情報提供等に努める。 

 

 

２．発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育の充実 

 

 

 

（１）保育所・幼稚園と小学校との連携・接続の強化 

  ① 保育所・幼稚園と小学校との連携・協力体制の充実 

保育所・幼稚園と小学校が連携への理解を深め、幼児の小学校への接続が

円滑に行われるよう、保育所・幼稚園と小学校等の関係者による研究協議会

を中心に、連携・協力体制の充実を図る。 

 

  ② 保育所・幼稚園と小学校との交流の推進 

保育所・幼稚園と小学校との相互理解を図るために、保育所保育士・幼稚

園教員と小学校教員との参観等を通した交流の推進に努める。また、小学校

生活への不安を解消するために保育所・幼稚園の幼児と小学校児童との交流

を推進する。 

 

 

 

目標１ 保育所・幼稚園における幼児教育の充実を図るとともに、保育所と

幼稚園の連携を推進する。 

目標２ 保育所・幼稚園における幼児教育の成果を小学校生活に活かせるよ

う、幼児教育と小学校教育との連携・接続の強化を図る。 
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③ 小学校入学後の継続した連携の強化 

保育所保育士・幼稚園教員と小学校教員が相互に訪問し、情報の共有化を

図り小学校入学後も継続した連携強化に努める。 
    

 

（２） 教育内容・方法の充実 

発達や学びの連続性の観点から、保育所・幼稚園及び小学校の双方が、幼

児教育から小学校教育への移行に配慮した教育課程編成や指導計画作成につ

いての研究・実践に努める。 

 

 

３．保育所保育士・幼稚園教員の資質及び専門性の向上 

 

 

 

（１）保育所保育士・幼稚園教員研修の支援 

    保育所保育士・幼稚園教員の資質及び専門性の向上を図るため、保育所保

育士・幼稚園教員の研修への参加を支援する。 

 

（２）市主催研修の充実 

社会環境の変化に伴う幼児教育の多様な展開に対応するため、市が主催し

て、保育所保育士や幼稚園教員を対象とした研修の充実を図る。 

 

 

４．保育所・幼稚園における家庭や地域社会の教育力の再生・向上 

 

 

 

 

（１）子育て支援活動及び次世代育成支援活動の推進 

  ① 保育所・幼稚園における子育て支援及び啓発活動の推進 

    保育所・幼稚園が「親と子の育ちの場」となるよう、保育所・幼稚園を利

用している幼児の家庭に対して、子育て相談や情報提供等の支援を推進する。

また、保育所・幼稚園を利用していない幼児の家庭に対しても、親子登園、

園庭開放や子育て相談等の支援を積極的に推進する。さらに、これらの機会

を利用して、家庭教育に関する啓発活動に努める。 

 

② 保育所・幼稚園における次世代育成支援活動の推進 

中学校職業体験学習を通して、中学生が保育所・幼稚園の幼児と接する機

会の提供に努める。 

目標３ 社会環境の変化に伴う幼児教育の多様な展開に対応するため、保育

所保育士と幼稚園教員の資質及び専門性の向上を図る。 

目標４ 保育所・幼稚園が地域の幼児教育の拠点としての役割を果たすよ

う、当該園児のみならず、地域の幼児及びその保護者を対象とする子

育て支援活動等を推進する。 
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（２）保育所・幼稚園と地域の子育て支援団体等との連携による幼児教育の総合的

な推進 

  ① 保育所・幼稚園における地域の子育て支援団体等の支援の推進 

   地域で活動している子育て支援団体等に対し、その活動を支援するとともに、

教育上支障のない限り、保育所・幼稚園の園庭や余裕教室等の利用を推進す

る。 

  

  ② 家庭、地域社会、保育所・幼稚園の三者による幼児教育の総合的な推進 

幼児の日々の生活の連続性を確保するため、保育所・幼稚園においては、

家庭や地域社会と共に子どもを育てていくという視点に立って、それぞれの

教育が一貫して総合的に提供されるよう、課題や情報の共有化に努める。 

 

 

５．特別な支援が必要な子どもに対する総合的な支援の推進 

 

 

 

 

 

（１） 特別な支援が必要な子どもの早期発見・早期支援の充実 

    特別な支援が必要な子どもを早期に発見し、個別相談や関係機関へつなぐ

等の支援を行うとともに、保育所・幼稚園へ専門的な相談・援助を行い、幼

児の健やかな成長への支援と保育所・幼稚園における受け入れの促進に努め

る。 

 

（２） 特別な支援が必要な子どもに対する総合的な支援体制の充実 

    特別な支援が必要な子どもに、より効果的で専門性が高い支援を行うため、

発達支援センターを拠点とした総合的な支援体制の充実を図る。 

 

 

６．生涯学習振興施策における家庭や地域社会の教育力の再生・向上 

 

 

 

 

（１）家庭の教育力の再生・向上 

  ① すべての親に対する家庭教育の支援 

    乳幼児期の早い時期から、保護者が家庭教育の重要性を認識し親子の絆を

深めるため、「子育ち・親育ち・家族育ちのための１１の提言」を基本に、家

目標６ 家庭や地域社会の教育力を高め、子どもがのびのびと育つ環境を整

備する。 

目標５ 特別な支援が必要な子どもに、より効果的で専門性が高い支援を 

行うため、早期発見・早期支援を推進するとともに、就学後も切れ間

のない継続した支援ができるよう、幼児期からの一貫した支援体制の

充実を図る。 
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庭教育に関する学習機会や情報の提供に努める。 

   ※「子育ち・親育ち・家族育ちのための１１の提言」：平成 16年度に宗像市社会教育委員の

会が作成。「地域社会や学校との協働の中で子どもを育てる」という家庭教育のあり方を

提起したもの。 

 

  ② 地域社会における家庭教育の支援 

子育ての悩み等を抱える家庭に対する育児相談や、地域の子育てサークル、

子育てサロン等の家庭を支援する環境づくりを推進する。 

 

（２）地域社会の教育力の再生・向上 

  ① 幼児教育を支える地域の人材の育成及び活用 

    市民参画や市民活動を支援する観点から、講座・研修等によって幼児教育

を支える地域の人材の育成を図るとともに、学生、保育や育児の経験者、高

齢者等地域の多様な人材を活用し、地域で幼児教育を恒常的に支える体制づ

くりに努める。 

 

  ② 地域における子どもの居場所づくりの推進 

地域における子どもの育つ環境の整備を図るため、地域住民等の力を結集

した子どもの安全、安心で多様な学びのできる居場所づくりの普及・定着を

推進する。 

 

  ③ 地域の施設・設備の活用の推進 

    保育所・幼稚園等による地域の図書館、公民館、公園等の活用を推進する

ため、施設の利用方法や事業内容等の情報の提供に努める。 

 

 


